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研究論文
厚生年金の最低給付水準保証に必要なコストの推計
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橿要

臼杵政治t

2004年の制度改正では，年金財政を自動的に健全化する「マクロ経済スライド」という給付削減ルー

ルが導入され，年金財政の持続可能性が確保された.だが一方では，最低給付水準を設定し，それを保

証することが改正法の附則で規定された.最低給付水準を保証しながら年金財政を持続させるには.法

定された保険料や国庫負担以外の財源が必要となる可能性があるが，このコストが明らかにされないま

ま改正法は成立した.

筆者らは，自律的なマクロ経済スライドを盛り込んだ年金財政予測モデルを開発し，確率論的な手法

を用いてそのコストを推計した.その結果，最低給付水準を保証するためには，ピーク時において，期

待値で0.8%，リスク時で 3.1%の保険料率に相当する追加財源が必要で，物価上昇率が上方シフトした

場合や実質賃金上昇率が下方シフトした場合などには，そのコストが増加することがわかった.
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1問題意識

2凹4年に成立した年金改正法で、は，これまでの改正と異なり，将来世代の負担カ活関jにならないように保険料

例!き上げ計画が固定された.そこで，年金財政を自動的に健全化するために，経伊や人口の情勢に応じて給イサ71<

準を削減する「マクロ経済スライド」カ噂入さ札年金財政の持続可能性カ市街呆された.しかし一方で、，給'1-V1<準

の対重な低下を避けるために，最低恰イサ7持続設定し，給イサ7Jく準が最低袷{サ71<準を下回りそうな場合にはマクロ経

済スライドの中止lやその他の措置を講ずることが，改正法の附則に盛り込まれた.確かに，このような措置は受

給者の生活水準を確保するために一定程島B要かもしれないが，一方で年金財政の健全化を阻害する側面を持つ.

よって，このような措置の導入にあたっては，必要なコストを把握し，コストとメリットの出設や財源手当の事前
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1実際の附則では「終了Jという語が用いられているが，マクロ経済スライドの終了は年金財政が健全化した場合に行われるのが本則であ

る.したがって，本稿では.附則に基づいて終了される場合を中止と表記し，本則に基づく終了と区別した.
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